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１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】

平成23年６月29日に提出いたしました第64期（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）有価証券

報告書の記載事項の一部に誤りがありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提

出するものであります。

　

２ 【訂正事項】

　第一部　企業情報

　　　　第５　経理の状況

　　　　　１　連結財務諸表等

　　　　　　　　（退職給付関係）

３ 【訂正箇所】

訂正箇所は　　を付して表示しております。
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　　第一部　【企業情報】

　　　第５　【経理の状況】

　　　　１　【連結財務諸表等】

　　　　　　　（退職給付関係）　

　　（訂正前）　

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

　　当社及び連結子会社の一部は、退職金制度の40％相当

額について確定拠出年金制度を採用し、残額について

退職一時金制度を採用しております。また、連結子会社

の一部は中小企業退職金共済制度を採用しておりま

す。

１　採用している退職給付制度の概要

　　当社及び連結子会社の一部は、退職金制度の40％相当

額について確定拠出年金制度を採用し、残額について

退職一時金制度を採用しております。また、連結子会社

の一部は中小企業退職金共済制度を採用しておりま

す。

２　退職給付債務に関する事項

イ　退職給付債務 △391,539千円

ロ　年金資産 226,395千円

ハ　未積立退職給付債務 △165,144千円

ニ　未認識数理計算上の差異 45,372千円

ホ　連結貸借対照表計上額純額 △119,771千円

ヘ　前払年金費用 0千円

ト　退職給付引当金 △119,771千円

(注)  一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあ

たり、期末自己都合要支給額を退職給付債務と

する簡便法を採用しております。

２　退職給付債務に関する事項

イ　退職給付債務 △426,376千円

ロ　年金資産 224,653千円

ハ　未積立退職給付債務 △201,723千円

ニ　未認識数理計算上の差異 36,228千円

ホ　連結貸借対照表計上額純額 △165,495千円

ヘ　前払年金費用 -千円

ト　退職給付引当金 △165,495千円

(注)  一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあ

たり、期末自己都合要支給額を退職給付債務と

する簡便法を採用しております。

３　退職給付費用に関する事項

イ　勤務費用 53,827千円

ロ　利息費用 5,425千円

ハ　期待運用収益 △2,687千円

ニ　数理計算上の差異の費用処理額 15,916千円

ホ　確定拠出年金掛金 30,705千円

へ　その他 2,594千円

ト　退職給付費用 105,782千円

(注)　1.上記退職給付費用以外に一部の連結子会社に

おいて、中小企業退職金共済制度の退職給付費

用として5,760千円を計上しております。

３　退職給付費用に関する事項

イ　勤務費用 52,306千円

ロ　利息費用 7,438千円

ハ　期待運用収益 △3,397千円

ニ　数理計算上の差異の費用処理額 7,661千円

ホ　確定拠出年金掛金 31,102千円

へ　その他 1,158千円

ト　退職給付費用 96,269千円

(注)　1.上記退職給付費用以外に一部の連結子会社に

おいて、中小企業退職金共済制度の退職給付費

用として5,118千円を計上しております。

　　　2.上記の退職給付費用以外に特別退職金19,091千

円を特別損失「事業構造改善費用」に含めて計

上しております。

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①退職給付見込額の期間配分方法 ポイント基準

②割引率 2.0％

③期待運用収益率 1.5％

④数理計算上の差異の処理年数 ８年

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①退職給付見込額の期間配分方法 ポイント基準

②割引率 1.9％

③期待運用収益率 1.5％

④数理計算上の差異の処理年数 ８年
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　　（訂正後）　

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

　　当社及び連結子会社の一部は、確定拠出年金制度及び

退職一時金制度を採用しているとともに、西日本電機

販売厚生年金基金に加入しております。当該厚生年金

基金は、「退職給付会計に関する実務指針」第33項の

例外処理を行う制度であります。また、連結子会社の一

部は中小企業退職金共済制度を採用しております。

１　採用している退職給付制度の概要

　　当社及び連結子会社の一部は、確定拠出年金制度及び

退職一時金制度を採用しているとともに、西日本電機

販売厚生年金基金に加入しております。当該厚生年金

基金は、「退職給付会計に関する実務指針」第33項の

例外処理を行う制度であります。また、連結子会社の一

部は中小企業退職金共済制度を採用しております。

２　退職給付債務に関する事項

イ　退職給付債務 △391,539千円

ロ　年金資産 226,395千円

ハ　未積立退職給付債務 △165,144千円

ニ　未認識数理計算上の差異 45,372千円

ホ　連結貸借対照表計上額純額 △119,771千円

ヘ　前払年金費用 0千円

ト　退職給付引当金 △119,771千円

(注)  一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあ

たり、期末自己都合要支給額を退職給付債務と

する簡便法を採用しております。

２　退職給付債務に関する事項

イ　退職給付債務 △426,376千円

ロ　年金資産 224,653千円

ハ　未積立退職給付債務 △201,723千円

ニ　未認識数理計算上の差異 36,228千円

ホ　連結貸借対照表計上額純額 △165,495千円

ヘ　前払年金費用 -千円

ト　退職給付引当金 △165,495千円

(注)  一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあ

たり、期末自己都合要支給額を退職給付債務と

する簡便法を採用しております。

３　退職給付費用に関する事項

イ　勤務費用 53,827千円

ロ　利息費用 5,425千円

ハ　期待運用収益 △2,687千円

ニ　数理計算上の差異の費用処理額 15,916千円

ホ　確定拠出年金掛金 30,705千円

ヘ　厚生年金基金拠出額 20,352千円

ト　その他 2,594千円

チ　退職給付費用 126,135千円

(注)　1.上記退職給付費用以外に一部の連結子会社に

おいて、中小企業退職金共済制度の退職給付費

用として5,760千円を計上しております。

 

３　退職給付費用に関する事項

イ　勤務費用 52,306千円

ロ　利息費用 7,438千円

ハ　期待運用収益 △3,397千円

ニ　数理計算上の差異の費用処理額 7,661千円

ホ　確定拠出年金掛金 31,102千円

ヘ　厚生年金基金拠出額 19,381千円

ト　その他 1,158千円

チ　退職給付費用 115,651千円

(注)　1.上記退職給付費用以外に一部の連結子会社に

おいて、中小企業退職金共済制度の退職給付費

用として5,118千円を計上しております。

　　　2.上記の退職給付費用以外に特別退職金19,091千

円を特別損失「事業構造改善費用」に含めて計

上しております。
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前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①退職給付見込額の期間配分方法 ポイント基準

②割引率 2.0％

③期待運用収益率 1.5％

④数理計算上の差異の処理年数 ８年

 

５　要拠出額を退職給付費用として処理している複数事

業主制度に関する事項

 

①制度全体の積立状況に関する事項（平成21年３月31日

現在）　

イ　年金資産の額 56,577,204千円

ロ　年金財政計算上の給付債務

の額
70,602,873千円

ハ　差引額 △14,025,669千円

 

 ②制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合

　（平成22年３月分　年金経理に係る掛金）

　 4.20％

 
③補足説明

　　上記①の差引額の主な原因

イ　年金財政計算上の過去勤務

債務残高
780,333千円

ロ　年金財政計算上の繰越不足

金
13,245,335千円

　 　
 

　本制度における過去勤務債務の償却方法は、期間10年間

の均等償却であり、当社グループは、連結財務諸表上、

特別掛金4,362千円を費用処理しております。

　なお、上記②の割合は当社グループの実際の負担割合と

は一致しません。

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①退職給付見込額の期間配分方法 ポイント基準

②割引率 1.9％

③期待運用収益率 1.5％

④数理計算上の差異の処理年数 ８年

 

５　要拠出額を退職給付費用として処理している複数事

業主制度に関する事項

 
①制度全体の積立状況に関する事項（平成22年３月31日

現在）　

イ　年金資産の額 61,844,401千円

ロ　年金財政計算上の給付債務

の額
63,481,402千円

ハ　差引額 △1,637,001千円

 

 ②制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合

　（平成23年３月分　年金経理に係る掛金）

　 3.82％

 
③補足説明

　　上記①の差引額の主な原因

イ　年金財政計算上の過去勤務

債務残高
463,115千円

ロ　別途積立金 7,264,373千円

ハ　資産評価調整加算額 8,438,260千円

 

　本制度における過去勤務債務の償却方法は、期間10年間

の均等償却であり、当社グループは、連結財務諸表上、

特別掛金2,776千円を費用処理しております。

　なお、上記②の割合は当社グループの実際の負担割合と

は一致しません。
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